
１． はじめに

建設施工の分野では，雲仙普賢岳試験フィール

ド制度等による遠隔操作型建設機械，地下トンネ

ルにおけるシールド掘削機の自動制御技術など，

課題の解決のためロボット技術を活用した技術開

発が行われてきた。さらに，平成２３年３月に発生

した東日本大震災を契機に，大規模災害に備える

機運が高まり，建設ロボット技術の開発・活用へ

の期待がさらに高まっている。

国土交通省では，建設施工現場における安全確

保や品質確保など，施工現場の課題解決を図るた

め，これまで無人化施工や情報化施工という形で

ロボット技術の導入・活用を進めてきている。ま

た，総合技術開発プロジェクト「ロボット等によ

るIT施工システムの開発」等においても，国に

より建設ロボット技術の調査・開発等が進められ

てきた。

本稿では，これまでの建設施工におけるロボッ

ト技術の活用の経緯を紹介するとともに，国土交

通省による建設ロボット技術の活用のねらいと今

後の技術推進の方向性について紹介する。

なお本稿では「建設ロボット技術」とは，「建

設施工・調査の現場で用いられる機械・機器に，

何らかの新しいメカニズムや制御・情報処理の機

能を付加することにより，作業の支援や，自動

化・遠隔制御化を実現し，効率，精度，安全など

の性能向上・課題解決を可能にする技術」と捉え

ている。

これは，国土交通省で設置した「建設ロボット

技術に関する懇談会」において定義したものであ

るが，今後の諸情勢により若干の見直しの可能性

もあると考えている。

２． 建設施工におけるロボット
技術の活用の経緯

� 建設作業の機械化と建設ロボット技術

わが国の建設作業現場においては，高度経済成

長期以降，産業の高度化の背景の中，生産効率の

向上，工事規模の大型化への対応等のため機械力

が導入され，さらに作業における苦渋性からの解

放を目的にロボット技術の導入などが進められて

きた。

わが国における一般的な建設機械の保有状況の

推移を見ると，１９７０年代半ばに４０万台程度だった

ものが，１９９０年代初めには約１００万台にまで増加

している（図―１）。

台数の増加とともにラインナップの多様化，規

格の多様化も進んできた。そのような中で，製造

業における生産工場にロボットの導入が進むこと

にならい，土木や建築の分野でのロボットの研究
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開発も行われた。例えば，施工に有効なロボット

として床面コンクリート仕上げロボット等の開発

と実用化が行われた。
きょうあい

しかし，建設施工現場においては，狭隘な場

所での作業ができないため人力による作業を全て

ロボットに代替することができなかったことや，

ロボット作業の支援やロボットの管理のために新

たにエンジニアを現場に常駐させなければならな

かったためにコスト優位性を得られなかったこと

などから，普及にはいたらなかった。

そして，建設業の生産形態は，製品をラインに

載せて流れ作業により大量生産を行えた製造業と

は異なり，少品種少量生産あるいは一品生産であ

ることが多く，また生産設備である建設機械が移

動して生産作業である「施工」を行うために明確

な座標設定が困難であったことから，「無人化施

図―１ 主要建設機械の推定保有台数の推移

図―２ 製造業と建設業の違い
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工」として独自の進化形態を辿ることになった

（図―２）。

� 劣悪環境下の施工のための無人化施工

「無人化施工」の歴史は「建設機械の遠隔操

作」から始まった。昭和４４年に富山県常願寺川の

災害において，水中ブルドーザが有線で遠隔操作

されたことが最も古い遠隔操作の事例だといわれ

ている。それまでは水中ブルドーザの操作はダイ

バーによって行われていたため，潜水時間の制限

や作業員の苦渋性の問題などがあり，これが遠隔

操作の実施の動機と考えられる。

一方，陸上における土工機械の遠隔操作はこれ

より遅れて，昭和５８年に建設省の立山砂防工事事

務所で０．６m３のバックホウを遠隔操作化したのが

最初の例であるとのことであるが，このときには

遠隔操作そのものは可能となったものの，作業の

効率性の課題が指摘された。

また，ケーソン工事においては，地下水位に対

抗するためにはニューマチックケーソンのように

圧気環境下に作業員を入れて作業をさせる必要が

あったが，有線の小型バックホウを遠隔操作し，

掘削状況をテレビカメラで撮影して，操作室で映

像を見ながら操作制御するシステムが開発され

た。

このシステムは，モニタによる操作制御を行っ

た最初の事例であるといわれており，ケーソン工

事における苛酷な環境から作業員を解放する点に

おいて画期的であった（写真―１，２）。

� 汎用建設機械の遠隔操作から無人化施工シ

ステムへ

死者行方不明者４３名という大きな被害をもたら

した雲仙普賢岳の噴火と大火砕流の発生は，その

緊急対策工事における役割の重要性から，無人化

施工にとって大きな転換点となった。平成５年に

創設された「試験フィールド制度」の適用第１号

として，土石流発生後に遊砂地等に堆積した巨

礫・土砂の緊急除去が無人化施工で実施された

（図―３）。

雲仙ではそれまでの遠隔操作建設機械やテレビ

カメラ，無線技術などが総合的に使われた「シス

テム」として成立した初めての無人化施工であっ

た。雲仙で本格的な施工技術として確立した無人

写真―１ 水中ブルドーザ

写真―２ 無人ケーソン掘削機
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化施工は，その後，有珠山噴火，三宅島噴火，新

潟県中越地震，南大隅町深層崩壊などにおいても

復旧活動等に活用され，最近では平成２３年の台風

１２号による奈良，和歌山県での深層崩壊において

も復旧工事に活用されている。

３． 総合技術開発プロジェクトにおける
建設ロボット技術に関連する取り組み

総合技術開発プロジェクトとは，建設技術に関

する重要な課題について，産学官の連携により，

総合的，組織的に研究を実施する制度であり，こ

れまでに建設ロボット技術に関連したものとして

は，以下のプロジェクトが実施されている。

� 昭和５８年度から昭和６２年度にかけて実施した

「エレクトロニクス利用による建設技術高度化

システムの開発」では，レーザー光を利用した

ブルドーザの排土板制御技術，ロボットによる

自動化施工に適した建築工法の開発などに取り

組んでいる。

� 平成２年度から平成６年度にかけて実施した

「建設事業における施工新技術の開発」では，

自動化オープンケーソンや自動化フィニッシャ

等の施工の自動化技術の開発と，工場生産部材

（ユニット鉄筋，埋設型枠等）の活用によるコ

ンクリート構造物の施工合理化技術の開発に取

り組んでいる。

� 平成１５年度から平成１９年度にかけて実施した

「ロボット等によるIT施工システムの開発」で

は，３次元情報を用いた施工管理技術の開発，

建設機械のIT施工技術の開発が行われ，情報

化施工や無人化施工の発展に寄与している。

このうち「ロボット等によるIT施工システム

の開発」以降，特に情報化施工に関しては広く開

発と普及が進んできているところである。無人化

施工を含む建設ロボット技術については近年の期

待の高まりに対して，技術開発と普及で応える必

要があるところである。

４． 建設技術研究開発助成制度

国や地域の諸課題の解決に資する研究テーマに

対し，提案を公募し，優れた技術提案を助成する

競争的資金として建設技術研究開発助成制度があ

る。近年の建設ロボット技術に関係した採択事例

図―３ 雲仙普賢岳試験フィールド
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は，以下に示すとおりである。

� 平成２４年度からは，「次世代無人化施工シス

テムの開発」が採択された。この研究テーマで

は，機械が自ら判断・作業するインテリジェン

ト型の無人化施工機械により，屋内作業にも適

応可能な未来型の無人化施工システムの研究・

開発が行われている。

� 同じく平成２４年度から「無人化施工による応

急対応技術とその基盤となるデジタル通信技術

の開発」が採択された。この研究テーマでは，

無人化施工による新型土のうを用いた高速築堤

技術や地盤改良技術等の研究・開発が行われて

いる。

５． 無人化施工の今後の対応
―無人化施工を災害対策の「切り札」とするために―

大規模災害を想定した場合，例えば大規模地震

が発生し，被害が広範囲に及ぶ場合については，

従来の応急復旧活動では，余震による２次災害の

危険性が心配される中で作業員と機材を投入して

の作業であることから，余震のたびに作業を中断

することとなり，復旧作業が長期化することが想

定される。

このため国土交通省では，作業員の安全を確保

しながら迅速に作業するため，「無人化施工シス

テム」の緊急・即応体制の確立と，その高度化や

適用拡大等によるさらなる復旧活動範囲の拡大お

よび活動の効果向上を図る必要があると考えてい

る。具体的には以下のように考えている。

緊急即応体制の確立とは，民間で保有できない

ような特殊な機械を国で保有することをはじめと

して，大規模災害において無人化施工技術を活用

する際に，国と民間の遠隔操作式建設機械を逐次

現場に投入しても常に機械が同時に稼働できるよ

う，通信・画像伝送を含めたシステムへの接続仕

様（インタフェース）の標準化を図ることや，現

状の無人化施工システムの運用面で最も重要な要

素であるオペレータ等の技能者・技術者の活用・

育成の推進を進めていく必要がある（図―４，

５）。

また，無人化施工システムの高度化や適応拡大

図―４ 国土交通省が保有する分解対応型バックホウ（遠隔操作式）

図―５ 標準的な接続仕様（案）概念図
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等とは，現在の無人化施工では，モニターや目視

により，コントローラ操作を行っており，オペレ

ータの経験に負う部分が少なくないが，情報化施

工で培われた，マシンコントロール，マシンガイ

ダンス，GNSS技術の活用により，操作性を向上

することで，モニター越しでは把握が困難な場所

等においても迅速かつ的確な復旧作業が可能とな

ることを目指している。

また，現在は単純土工作業程度にしか対応でき

ないが，大都市における大地震発生時に必要とな

る被災構造物の解体作業等に対応する工種の拡大

により，広範囲で安全な復旧作業が可能となる。

さらに，大規模災害対応の現場に無人化施工機

械を導入するに当たっては，現地状況の把握や危

険箇所の監視のみならず，崩落土砂中の人命の有

無など調査・捜索等の技術も必要であり，これら

無人化施工導入の前段のフェーズにおける無人化

技術も災害対応技術である無人化施工システムの

周辺技術に位置付けて注目していく必要がある。

６． 建設ロボット技術に関する
懇談会

国土交通省では，昨年秋に，建設ロボット技術

について今後の調査・開発・活用の方向性やその

実現に向けた方策などをとりまとめることを目的

に，産学の有識者による「建設ロボット技術に関

する懇談会」を設置し，建設ロボット技術に関す

る短期～中長期的な視点に立った議論をしていた

だき，提言「建設ロボット技術の開発・活用に向

けて～災害・老朽化に立ち向かい，建設現場を変

える力～」をとりまとめていただいた。

提言内容の詳細の紹介については別稿に譲る

が，国土交通省のみならず関連する省庁と連携し

て進めるべき施策についてもご提言をいただいて

いるところである。

国土交通省としては，提言で設定された建設ロ

ボット技術の活用目的，すなわち�建設施工の生

産性・安全性向上のための技術，�災害対応のた

めの技術，�インフラ老朽化に対応する技術，に

おける五つの目標の実現に向けて，施策の具体

化，制度設計等に取り組んでまいりたい。

７． おわりに
―今後の取り組みについて―

前述の懇談会からの提言においては，産学官の

関係者が建設ロボット技術の発展と普及のために

実施すべき種々のスキームについても提案されて

おり，このうち，例えば「情報交換の場の設定」

に向けては，建設施工関係者と異分野技術者との

交流会の準備を進めているところである。そのほ

か，フィールドを活用した技術開発の実用性の検

証等，社会実装に向けた取り組みも国土交通省の

果たすべき役割として進めてまいりたい。

現在，現下のわが国の最大かつ喫緊の課題であ

る経済再生に向けて，科学技術イノベーションの

潜在力を集中してフルに発揮することが必要とさ

れているところであり，建設ロボット技術の開

発・活用の推進により，効果的かつ効率的なイン

フラ維持管理・更新の実現や自然災害に対する強

靭なインフラの実現へとつながり，ひいてはイン

フラ分野を，高い技術力を活かして国際競争力を

備えた，世界をリードする産業へと発展させるこ

とにつながると考えている。
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